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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第147期

中間連結会計期間
第148期

中間連結会計期間
第147期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

営業収益 （百万円） 93,532 95,286 184,661

経常利益 （百万円） 8,452 8,276 16,880

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（百万円） 5,488 5,157 12,490

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 22,616 3,861 48,563

純資産額 （百万円） 244,059 262,560 264,804

総資産額 （百万円） 405,166 427,722 436,920

１株当たり中間（当期）純利益    （円） 69.19 65.83 158.00

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
   （円） 69.08 65.77 157.82

自己資本比率    （％） 57.9 59.1 58.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 9,297 10,594 22,034

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △10,571 △4,691 △16,019

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △3,891 △12,826 △5,015

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 41,837 41,822 47,947

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませ

ん。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間の経済環境は、国内においては物価上昇により個人消費は伸び悩んだもの

の、設備投資や生産に持ち直しの動きが見られるなど、景気は緩やかに回復しました。海外にお

いては、米国では、個人消費や設備投資が堅調に推移し、景気拡大が続きました。一方、中国で

は不動産市場の停滞が長引き、消費が低迷するなど景気は減速傾向を示しました。

このような情勢のもと、当社グループにおきましては、2023年度から2025年度までの中期経営

計画で掲げた事業戦略に基づき、持続的な成長を目指して諸施策を遂行してまいりました。

物流事業では、福岡市で新倉庫の建設を進めたほか、ＤＸ推進の一環として配送センター業務

における自動化機器の導入に取り組みました。不動産事業では、前年同期に取得した賃貸用オ

フィスビルの稼働率の上昇に努めたほか、新規物件の取得に向けて取り組むなど、収益規模の拡

大を図りました。また、事業全般においてコスト上昇に対応する適正料金の収受を進めました。

このような取組みのもと、当中間連結会計期間につきましては、倉庫貨物の荷動きが堅調に推

移したことに加え、陸上運送収入が増加したことから、営業収益は952億86百万円（前年同期比

1.9％増）となりました。営業利益は、海外子会社における減収や人件費等の増加により63億68百

万円（同2.6％減）となり、経常利益は82億76百万円（同2.1％減）、親会社株主に帰属する中間

純利益は51億57百万円（同6.0％減）となりました。

 

　　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

①物流事業

倉庫業では、スポーツ用品及び輸送機器用部品の取扱いが増加したことから、倉庫収入は159

億40百万円（前年同期比2.0％増）となりました。港湾運送業では、一般荷捌及びコンテナ荷捌

が増収となったことから、港湾運送収入は157億44百万円（同1.6％増）となりました。国際輸

送業では、海外子会社における取扱いは減少したものの、国際一貫輸送及びプロジェクト輸送

が増収となり、航空貨物の取扱いも増加したことから、国際輸送収入は268億70百万円（同

0.8％増）となりました。陸上運送業及びその他の業務では、ｅコマース関連に係る輸送が増加

したことから、陸上運送ほか収入は315億55百万円（同3.2％増）となりました。

以上の結果、物流事業全体の営業収益は901億11百万円（前年同期比2.0％増）となり、営業

利益は68億83百万円（同1.1％減）となりました。

②不動産事業

不動産事業では、前年同期に取得した賃貸用オフィスビルの寄与及び海外からの訪日客数の

回復に伴う一部の賃貸用不動産物件の稼働率上昇により、営業収益は54億82百万円（前年同期

比0.3％増）となりました。営業利益は不動産取得税等の減少もあり、25億86百万円（同8.5％

増）となりました。

（注）１．上記の各セグメントの営業収益には、セグメント間の内部営業収益3億7百万円（前年同

期2億85百万円）を含んでおります。

２．上記の各セグメントの営業利益は、各セグメントに帰属しない全社費用等31億1百万円

（前年同期28億円）控除前の利益であります。
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セグメント別の営業収益内訳

内訳
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日）

前年同期比増減

増減額 比率％

物流事業     88,352百万円     90,111百万円  1,759百万円 2.0

（倉庫収入） (15,628) (15,940) (312) (2.0)

（港湾運送収入） (15,496) (15,744) (248) (1.6)

（国際輸送収入） (26,660) (26,870) (210) (0.8)

（陸上運送ほか収入） (30,566) (31,555) (988) (3.2)

不動産事業 5,465 5,482 17 0.3

（不動産事業収入） (5,465) (5,482) (17) (0.3)

計 93,817 95,594 1,776 1.9

セグメント間内部営業収益 △285 △307 △22 －

純営業収益 93,532 95,286 1,754 1.9

 

(2) 財政状態の状況

資産合計は、社債の償還による「現金及び預金」の減少及び株式相場の下落に伴う「投資有価

証券」の減少等により、前期末比2.1％減の4,277億22百万円となりました。負債合計は、社債の

償還による「１年内償還予定の社債」の減少及び投資有価証券の評価差額に係る「繰延税金負

債」の減少等により、前期末比4.0％減の1,651億61百万円となりました。純資産合計は、自己株

式の取得による減少及び株式相場の下落に伴う「その他有価証券評価差額金」の減少等により、

前期末比0.8％減の2,625億60百万円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益及び減価償却による資金の

留保等により105億94百万円の増加（前年同期は92億97百万円の増加）となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、46億91百

万円の減少（前年同期は105億71百万円の減少）となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出、自己株式の取得による支出

及び配当金の支払い等により、128億26百万円の減少（前年同期は38億91百万円の減少）となり

ました。

当中間連結会計期間の中間連結キャッシュ・フローは、以上の結果に「現金及び現金同等物に

係る換算差額」（7億97百万円）を加えた全体で61億24百万円の減少となり、現金及び現金同等物

の中間期末残高は、418億22百万円となりました。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要

な変更はありません。
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(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に

ついて重要な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(7) 従業員数

　当中間連結会計期間において、従業員数に著しい変動はありません。

 

(8) 生産、受注及び販売の実績

　当中間連結会計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

(9) 主要な設備

　当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動並びに新設及び改修計画の著しい変更

はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数(株)
 （2024年９月30日）

提出日現在発行数(株)
（2024年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 79,247,315 79,247,315
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 79,247,315 79,247,315 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額(百万円)

資本準備金
残高(百万円)

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 79,247,315 － 14,922 － 11,755
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（５）【大株主の状況】
  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 8,947 11.46

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 7,854 10.06

大和ハウス工業株式会社 大阪市北区梅田三丁目３番５号 5,000 6.41

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,885 3.70

住友生命保険相互会社 東京都中央区八重洲二丁目２番１号 1,795 2.30

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,790 2.29

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９番地 1,777 2.28

住友商事株式会社 東京都千代田区大手町二丁目３番２号 1,690 2.17

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505001

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営

業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南二丁目15番１号）

1,659 2.13

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 1,655 2.12

計 － 35,054 44.92

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式

は、信託業務に係るものであります。

２．2023年３月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行

株式会社並びにその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日興アセット

マネジメント株式会社が、2023年３月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているも

のの、上記大株主の状況に記載した三井住友信託銀行株式会社の所有株式数1,790千株を除き、当社として

当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができません。

 その大量保有報告書（変更報告書）に基づく、所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数の割合

は以下のとおりであります。

 なお、当社は2023年３月31日付及び2024年３月29日付で、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を

それぞれ実施し、発行済株式総数が合計で2,184,600株減少し、79,247,315株となっておりますが、発行済

株式総数に対する所有株式数の割合は、当該消却前の割合で記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番

１号
1,790 2.20

三井住友トラスト・アセットマネジ

メント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 1,676 2.06

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 757 0.93

計 － 4,223 5.19
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,213,800 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 77,572,000 775,720 同上

単元未満株式 普通株式 461,515 － －

発行済株式総数  79,247,315 － －

総株主の議決権  － 775,720 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決

権25個）含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式52株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社住友倉庫
大阪市北区中之島

三丁目２番18号
1,203,200 － 1,203,200 1.52

住和港運株式会社
大阪市西区安治川

二丁目１番11号
10,600 － 10,600 0.01

計 － 1,213,800 － 1,213,800 1.53

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年

大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連

結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日

から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中

レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 52,214 45,214

受取手形及び営業未収入金 20,650 21,391

販売用不動産 2,774 2,734

その他 7,532 8,697

貸倒引当金 △102 △231

流動資産合計 83,068 77,807

固定資産   

有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 92,713 90,558
機械装置及び運搬具（純額） 5,744 5,615
船舶（純額） 417 390
工具、器具及び備品（純額） 1,027 1,016

土地 74,276 75,616

建設仮勘定 1,570 3,661

その他（純額） 3,279 3,634

有形固定資産合計 179,029 180,493

無形固定資産   

借地権 5,138 5,138

ソフトウエア 1,431 1,309

その他 674 830

無形固定資産合計 7,244 7,278

投資その他の資産   

投資有価証券 157,195 151,691

長期貸付金 256 250

退職給付に係る資産 2,956 2,943

繰延税金資産 722 768

その他 6,730 6,775

貸倒引当金 △281 △288

投資その他の資産合計 167,578 162,141

固定資産合計 353,852 349,914

資産合計 436,920 427,722
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 12,093 11,764

短期借入金 5,174 5,216

１年内償還予定の社債 10,000 5,000

未払法人税等 2,360 2,458

賞与引当金 1,488 1,963

その他 8,887 9,626

流動負債合計 40,004 36,028

固定負債   

社債 37,000 37,000

長期借入金 39,006 37,846

繰延税金負債 42,633 40,791

役員退職慰労引当金 98 103

退職給付に係る負債 3,783 3,704

長期預り金 8,120 7,792

その他 1,468 1,895

固定負債合計 132,111 129,133

負債合計 172,115 165,161

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,922 14,922

資本剰余金 12,347 12,347

利益剰余金 134,329 135,500

自己株式 △1,094 △2,960

株主資本合計 160,505 159,809

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 85,594 81,459

為替換算調整勘定 5,831 8,317

退職給付に係る調整累計額 3,199 3,030

その他の包括利益累計額合計 94,624 92,807

新株予約権 113 99

非支配株主持分 9,560 9,843

純資産合計 264,804 262,560

負債純資産合計 436,920 427,722
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業収益   

倉庫収入 15,628 15,940

港湾運送収入 15,496 15,744

国際輸送収入 26,660 26,870

陸上運送収入 23,685 24,904

物流施設賃貸収入 2,976 3,057

不動産賃貸収入 5,077 5,143

その他 4,007 3,624

営業収益合計 93,532 95,286

営業原価   

作業諸費 51,945 52,526

人件費 14,186 14,909

賃借料 4,814 4,836

租税公課 1,471 1,245

減価償却費 4,657 5,002

その他 5,295 5,498

営業原価合計 82,373 84,019

営業総利益 11,159 11,267

販売費及び一般管理費   

給料手当及び福利費 2,446 2,623

賞与引当金繰入額 277 305

退職給付費用 97 49

その他 1,797 1,920

販売費及び一般管理費合計 4,618 4,899

営業利益 6,541 6,368

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,901 2,002

持分法による投資利益 41 76

その他 219 266

営業外収益合計 2,163 2,345

営業外費用   

支払利息 188 220

貸倒引当金繰入額 － 127

その他 63 89

営業外費用合計 252 436

経常利益 8,452 8,276
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  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

特別利益   

固定資産売却益 16 21

投資有価証券売却益 306 －

地上権設定益 149 －

特別利益合計 471 21

特別損失   

固定資産除却損 392 78

特別損失合計 392 78

税金等調整前中間純利益 8,531 8,219

法人税、住民税及び事業税 2,218 2,581

法人税等調整額 414 14

法人税等合計 2,632 2,596

中間純利益 5,898 5,623

非支配株主に帰属する中間純利益 410 465

親会社株主に帰属する中間純利益 5,488 5,157
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【中間連結包括利益計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 5,898 5,623

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 14,941 △4,176

為替換算調整勘定 1,630 2,169

退職給付に係る調整額 △50 △169

持分法適用会社に対する持分相当額 197 414

その他の包括利益合計 16,717 △1,761

中間包括利益 22,616 3,861

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 22,065 3,339

非支配株主に係る中間包括利益 550 521
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 8,531 8,219

減価償却費 4,855 5,195
引当金の増減額（△は減少） 318 601

受取利息及び受取配当金 △1,901 △2,002

支払利息 188 220
持分法による投資損益（△は益） △41 △76
固定資産売却損益（△は益） △16 △21

固定資産除却損 392 78
投資有価証券売却損益（△は益） △306 －

地上権設定益 △149 －
売上債権の増減額（△は増加） 1,827 △353
仕入債務の増減額（△は減少） △22 △538

その他 829 △191

小計 14,506 11,131

利息及び配当金の受取額 1,877 2,015

利息の支払額 △182 △219

地上権設定対価の受取額 149 －

法人税等の支払額 △8,209 △2,332

法人税等の還付額 1,157 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,297 10,594

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,210 △1,554

定期預金の払戻による収入 989 2,654

有形固定資産の取得による支出 △17,426 △5,197

有形固定資産の売却による収入 14 26

無形固定資産の取得による支出 △192 △539

投資有価証券の取得による支出 △44 △44

投資有価証券の売却による収入 357 －
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却
による収入

7,163 －

貸付金の回収による収入 8 8

その他 △230 △43

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,571 △4,691
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  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 802 432

短期借入金の返済による支出 △670 △945

長期借入れによる収入 12,600 －

長期借入金の返済による支出 △8,536 △605

社債の償還による支出 － △5,000

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 10,000 －

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 △932 △1,960

配当金の支払額 △3,967 △3,974

非支配株主への配当金の支払額 △1,166 △178

非支配株主への払戻による支出 △1,497 －

その他 △523 △592

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,891 △12,826

現金及び現金同等物に係る換算差額 488 797

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,677 △6,124

現金及び現金同等物の期首残高 46,521 47,947
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

△6 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 41,837 ※ 41,822
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

一部の連結子会社においては、税金費用の計算にあたり、当中間連結会計期間を含む連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

保証債務

　下記会社の借入金に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

夢洲コンテナターミナル㈱ 463百万円 423百万円

　このほかに従業員の住宅資金銀行借入に対し、前連結会計年度11百万円、当中間連結会計期間

8百万円の保証を行っております。

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

現金及び預金勘定 44,664百万円 45,214百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,827百万円 △3,391百万円

現金及び現金同等物 41,837百万円 41,822百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 3,969 50.0 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月９日

取締役会
普通株式 3,994 50.5 2023年９月30日 2023年12月１日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

当社は、2023年８月４日開催の取締役会の決議に基づき、当中間連結会計期間において自己株

式375,000株、929百万円を取得いたしました。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 3,977 50.5 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月７日

取締役会
普通株式 3,941 50.5 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

当社は、2024年５月10日開催の取締役会の決議に基づき、当中間連結会計期間において自己株

式750,000株、1,957百万円を取得いたしました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 計

営業収益      

外部顧客への営業収益 88,348 5,184 93,532 － 93,532

セグメント間の内部営業収益
又は振替高

4 280 285 △285 －

計 88,352 5,465 93,817 △285 93,532

セグメント利益 6,957 2,383 9,341 △2,800 6,541

（注）１．セグメント利益の調整額△2,800百万円のうち、各報告セグメントに配分していない全社費用は△

2,803百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社及び一部の連結子会社

の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 計

営業収益      

外部顧客への営業収益 90,107 5,179 95,286 － 95,286

セグメント間の内部営業収益
又は振替高

4 303 307 △307 －

計 90,111 5,482 95,594 △307 95,286

セグメント利益 6,883 2,586 9,469 △3,101 6,368

（注）１．セグメント利益の調整額△3,101百万円のうち、各報告セグメントに配分していない全社費用は△

3,024百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社及び一部の連結子会社

の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）

 物流事業 不動産事業 計

倉庫収入 15,628 － 15,628

港湾運送収入 15,496 － 15,496

国際輸送収入 26,660 － 26,660

陸上運送ほか収入 27,586 － 27,586

不動産事業収入 － 483 483

顧客との契約から生じる収益 85,371 483 85,854

その他の収益 2,976 4,701 7,678

外部顧客への営業収益 88,348 5,184 93,532

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

 物流事業 不動産事業 計

倉庫収入 15,940 － 15,940

港湾運送収入 15,744 － 15,744

国際輸送収入 26,870 － 26,870

陸上運送ほか収入 28,493 － 28,493

不動産事業収入 － 407 407

顧客との契約から生じる収益 87,049 407 87,456

その他の収益 3,057 4,772 7,829

外部顧客への営業収益 90,107 5,179 95,286
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

　１株当たり中間純利益 69円19銭 65円83銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
5,488 5,157

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
5,488 5,157

普通株式の期中平均株式数（千株） 79,325 78,339

　潜在株式調整後１株当たり中間純利益 69円08銭 65円77銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 119 80

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得及び消却）

当社は、2024年11月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替

えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議するととも

に、会社法第178条の規定に基づき、自己株式消却に係る事項について決議いたしました。

 

１．自己株式の取得及び消却を行う理由

株主還元の充実及び資本効率の向上のため

 

２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類　　　当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数　　750,000株を上限とする

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.96%)

（３）取得し得る株式の総額　　25億円を上限とする

（４）取得期間　　　　　　　　2024年11月８日から2025年３月24日まで

（５）取得方法　　　　　　　　市場買付

 

３．消却に係る事項の内容

（１）消却する株式の種類　　　当社普通株式

（２）消却する株式の数　　　　上記２．により取得する自己株式全量

（３）消却予定日　　　　　　　2025年３月31日

 

 

２【その他】

2024年11月７日開催の取締役会において、2024年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は

登録質権者に対し、次のとおり中間配当金を支払うことを決議しました。

中間配当金の総額　　 3,941百万円

１株当たりの額　　　　　50円50銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　2024年12月２日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 
2024年11月11日

株式会社住友倉庫

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 溝　　静太

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 弓削　亜紀

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社住友倉庫の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024

年４月１日から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中

レビューを行った。
 

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社住友倉庫及び連結子会社の2024年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。
 

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信

じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸

表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。
 

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
 

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入

手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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